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 お わ り に
 議論の経緯

















） 公取委が行う行政調査は，独禁法上，「審査」と呼ばれる。独禁法 47 条項（「審査官」），
公正取引委員会の審査に関する規則（（平成 17 年。最終改定，平成 27 年）を参照。なお，行政
調査についての行政法学上の問題については，藤原静雄「行政調査論の現状と課題」筑波ロ
ー・ジャーナル号 177 頁以下（2009 年），須藤陽子『行政強制と行政調査』（法律文化社，
2014 年）等を参照。































号，ジュリスト 1467 号（いずれも 2015 年）の各特集に所収の諸論文，Ü原美紀ほか『詳説
独占禁止法審査手続』（弘文堂，2016 年）を参照。本指針については，小室尚彦「『独占禁止法
審査手続に関する指針』について」ジュリスト 1490 号 76 頁以下（2016 年），岡田博己「『独占
































































































例えば，防衛庁石油製品談合刑事事件（東京高判平成 16・・24 審決集 50巻 915 頁，最判












メモ」立教法学 65 号 168 頁以下（2004 年）。そのほか，舟田「防衛庁石油製品談合刑事事件＝
東京高判平成 16・・24 入札談合における基本合意・個別調整と「相互拘束」・「共同遂
行」の関係を中心にして 」ジュリスト 1288 号 142 頁以下（2005 年），舟田「防衛庁石油製





































































































































































立教法学 第 95 号（2017)
110（35）
 公取委による行政調査












































立教法学 第 95 号（2017)
108（37）
	） 参照，本懇談会の報告書第，．「懇談会としての整理」⑸。この点は，川崎民商最高裁











































































































































13） 舟田「判批：JASRAC審決取消等請求事件＝最高裁判決平成 27・・28」民商法雑誌 151






















立教法学 第 95 号（2017)
104（41）
14） 司法妨害罪（18 U.S.C. § 1503）については，多くの執行例がある。米国の行政手続に関し















































































































































・30 平成 21 年(ワ)第号，裁判所 HP，判
例時報 2209 号 10 頁，齊藤高広「優越的地位濫用行為による損害賠償責任を一部認めた独禁法
25 条訴訟事件 セブン -イレブン損害賠償請求事件判決 東京高判平成 25・
・30」ジュ
リスト 1464 号 108 頁以下（2014 年），②東京高判平成 26・12・19，平成 21 年(ワ)第号判例
集未登載，若林亜理沙「コンビニ本部に対する独占禁止法 25 条に基づく損害賠償請求事件」ジ
ュリスト 1493 号 86 頁以下（2016 年）。
なお，従業員等の供述によって会社の独禁法違反行為が明らかにされるということは，公取
委の行政調査においてだけでなく，従業員・取引先等が自主的に公取委に情報提供するによっ
ても起こり得る。こうした自主的な情報提供は，社会的に望ましいことであり，公益通報者保
護法（平成 16 年）はこうした，いわゆる「公益通報」を促進し，通報者を保護しようとするも
のである。
公益通報に対しては，会社への裏切り，「チクリ」，「たれこみ」，密告，という感情的反発も
根強くあり，産業界からは「自浄作用に委ねるべき」だとして，まず社内での調査を優先すべ
きだという意見が出されている。しかし，会社による法違反行為については，これまでの多く
の事例が示しているように，組織内の自浄作用が期待できない場合も少なくない。会社のカル
テルを摘発しようとした串岡弘昭氏が長く社内で冷遇された事件は，今でも教訓とすべきこと
である。参照，串岡弘昭『ホイッスルブローアー（内部告発者）：我が心に恥じるものなし』
（桂書房，2002 年），同『「トナミ運輸」内部告発・裁判全記録』（桂書房，2008 年）。現行の公
益通報者保護法については，多くの批判があるように，特に通報先の順番がまず第一に当該労
務提供先等とされていることについて強い疑問がある。
さきに，供述証拠だけではなく，物的証拠や経済的経験則等の客観的評価を
重視すべきだと述べたが（⑷参照），供述証拠に頼らざるを得ないケースも
少なくないのであって，それらの場合には依然として，本稿で取り上げた会社
の従業員に対する供述聴取によって，実態解明を行うことが重要なのである。
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